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令和６年度 会派行政視察実施報告書 
（視察先 1箇所につき 1枚） 

会 派 名  上志の風 

事 業 名 食料・農業・農村基本法の改正後の農業政策についての展望 

事 業 区 分 行政視察 

 

１ 上田市での課題と研修・調査の目的 

食料・農業・農村基本法が改正になり。国における農業政策も新たなフェーズに入った。地球温暖

化、後継者不足や燃料費・資材高騰などが上田市においても問題になってきています。これからの

農業政策に取り組んでいくうえでも国における政策をしっかり押さえながら、また、上田市におけ

る現状や課題も国に伝えながらが、農業政策を進めていくための研修。 

 

２ 実施概要 

実施日時 視察先 農林水産省 

令和６年５月２９日（水） 

１０：００～１２：００ 
担当部局 

農林水産省 大臣官房政策課、農村振興局 

畜産局 畜産振興課 

報 
 

告 
 

内 
 

容 

 

１ 視察項目について 

１） 食料・農業・農村基本法の一部を改正する法律の概要 

＜背景＞ 

近年における世界食糧需給の変動、地球温暖化の進行、国における人口の

減少その他の食料、農業及び農村をめぐる諸情勢の変化に対応し、食料安

全保障の確保、環境と調和のとれた食料システムの確立、農業の持続的な

発展のための生産性の向上、農村における地域社会の維持等を図るため、

基本理念を見直すとともに、関連する基本的施策を定める。 

    ＜法律案の概要＞ 

     食料安全保障の確保 

⑴ 基本理念について 

① 「食料安全保障の確保」を規定し、その定義を 

「良質な食料が合理的な価格で安定的に供給され、かつ、国民一

人一人がこれを入手できる状態」とする。（第２条第１項関係） 

② 国民に対する食料の安定的な供給に当たっては、農業生産の基盤

等の確保が重要であることに鑑み、国内への食料の供給に加え、

海外への輸出を図ることで、農業及び食品産業の発展を通じた食

料の供給能力の維持が図られなければならない旨を規定。 

                           （第２条第４項関係） 
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③ 食料の合理的な価値の形成については、需給事情及び品質評価が

適切に反映されつつ、食料の持続的な供給が行われるよう、農業

者、食品事業者、消費者その他の食料システムの関係者により、

その持続的な供給に要する合理的な費用が考慮されるようにし

なければならない旨を規定。     （第２条第５項関係） 

⑵ 基本的施策として、 

① 食料の円滑な入手（食品アクセス）の確保（輸送手段の確保等）、

農産物・農業資材の安定的な輸入の確保（輸入相手国の多様化、

投資の促進等）       （第１９条及び第２１条関係） 

② 収益性の向上に資する農産物の輸入の促進（輸出産地の育成、生

産から販売までの関係者が組織する団体（品目団体）の取組促進、

輸出の相手国における需要の開拓の支援等） （第２２条関係） 

③ 価格形成における費用の考慮のための食料システムの関係者の

理解の増進、費用の明確化の促進等を規定。 

               （第２３条及び第３９条関係） 

     環境と調和のとれた食料システムの確立 

⑴ 新たな基本理念として、食料システムについては、食料の供給の各段

階において環境に負荷を与える側面があることに鑑み、その負担の軽

減が図られることにより、環境との調和が図られなければならない旨

を規定。                    （第３条関係） 

⑵ 基本的施策として、農業生産活動、食品産業の事業活動における環境

への負担の低減の促進等を規定。  （第２０条及び３２条関係） 

農業の持続的な発展 

⑴ 基本理念において、生産性の向上・付加価値の向上により農業の持続

的な発展が図られなければならない旨を追記。  （第５条関係） 

⑵ 基本的施策として、効率的かつ安定的な農業経営以外の多様な農業者

による農地の確保、農業法人の経営基盤の強化、農地の集団化・適正

利用、農業生産の基盤の保全、先端的な技術（スマート技術）等を活

用した生産性の向上、農産物の付加価値の向上（知財保護・活用等）、

農業経営の支援を行う事業者（サービス事業体）の活用促進、家畜の

伝染性疾病・有害動植物の発生予防、農業資材の価格変動への影響緩

和等を規定。（第２６条から第３１条まで、第３７条、第３８条、第

４１条及び第４２条関係） 

農村の振興 

⑴ 基本理念において、地域社会が維持されるよう農村の振興が図られな

ければならない旨を追記            （第６条関係） 

⑵ 基本的施策として、農地の保全に資する共同活動の促進、地域の資源

を活用した事業活動の促進、農村への滞在機会を提供する事業活動

（農泊）の促進、障害者等の農業活動（農福連携）の環境整備、鳥獣

害対策等を規定       （第４３条から第４９条まで関係） 
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農山漁村振興交付金（中山間地農業推進対策） 

農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）形成推進事業 

         【令和６年度予算概算決定額 8,389（9,070）百万円の内数】 

＜対策のポイント＞ 

 中山間地域等において、複数の集落の機能を補完する農村ＲＭＯの形成を推進する

ため、むらづくり協議会等が行う実証事業やデジタル技術の導入・定着を推進する取

り組みのほか、協議会の伴走者となる中間支援組織の育成等の取り組みを支援する。 

＜事業目標＞ 

 農用地保全に取り組む地域運営組織（１００地区〔令和８年まで〕） 

                   （現在５６地区） 

１． 農村ＲＭＯモデル形成支援 

 むらづくり協議会等による地域の話合いを通じた農地保全、地域資源活用、生

活支援に係る将来ビジョン策定、ビジョンに基づく調査、計画作成、実証事業等

の取組、デジタル技術の導入・定着を推進する取組を支援する。 

【事業期間：上限３年間、交付率：定額（上限 3,000万円（1,000万円（年基準

額）×事業年数））】 

２． 農村ＲＭＯ形成伴走支援 

 農村ＲＭＯ形成を効率的に進めるため、中間支援組織の育成等を通じた都道府

県単位における伴走支援体制の構築や、各地域の取り組みに関する情報・知見の

蓄積・共有、研修等を行う全国プラットフォームの整備を支援する。 

 

『農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ：Ｒegion Ⅿanagement Ｏrganization）』 

 複数の集落の機能を補完して、農用地保全活動や農業を核とした経済活動と併せ

て、生活支援等地域コミュニティの維持に資する取組を行う組織 

 

＊ 視察先の写真等がある場合は添付のこと 
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 全国的に見て、基幹的農業従事者（ふだん仕事として主に自営農業に従事し

ている者）数の年齢構成からも、２０２２年度の統計で５９歳以下の数は２５．

２万人で全体の２１パーセントになっており。将来に向けて大変厳しい状況で

あります。上田市においても、全国の数値よりも更に厳しい状況にあります。 

 また、上田市における農業を取り巻く環境は、令和２年に行われた「上田市

の農林業」（２０２０年農林業センサス調査結果報告書）による報告によると。

平成 27 年からの比較による農業経営体の耕地面積は減少をしており、また、

総農家数も減少の一途をたどっている状況です。 

前回の研修でも示したように、国の食料自給率も４割を切り、海外に大きく

依存している我が国としてもロシアによるウクライナ侵攻等の国際情勢によ

る食料バランスが崩れると食料価格の高騰などにより国民生活に大きな影響

を与えてきます。そのため、食料自給率を上げ、少しでも影響を受けないよう

な政策をしてきていますが、現状はとても厳しいと言わざるを得ません。 

今回は、「食料・農業・農村基本法」の一部を改正する法律が成立した時期

をとらえて国における農業政策、中山間地域の農業振興や畜産環境をめぐる情

勢を学び上田市にどのような対策や支援があるのか。また未来に向けてどのよ

うに進んでいけばいいのかを提案するために調査研究を実施しました。そして

更に上田市における課題も提案してきました。 

上田市における農業政策の課題をしっかりとらえて、上田市型の農業政策を

少しでもいい方向に、持続可能な農業産業のなるよう会派としても、今回学ん

だ課題について更に上田市の将来の為に活かしていきます。 

 

＊ 視察先の写真等がある場合は添付のこと 


